
『デジタル・スマートシティ浜松』の推進を支える
先進的なデータ連携基盤モデルとして
都市 OS を AWS 上に構築

浜松市

デジタル・スマートシティの実現に向け
自治体のあり方、役割を再定義

静岡県西部に位置し、遠州地方の経済・文
化・観光の中心として栄える浜松市。人口約 
80 万人を擁する政令指定都市であり、自動
車メーカーや大手楽器メーカーが本社を置
く日本有数のものづくりのまちとして知ら
れます。2020 年には政府から、世界に飛躍
する新興企業を生み出すためのスタート
アップ・エコシステムの『グローバル拠点都
市』にも選定されています。
2019 年 10 月に浜松市では、少子高齢化
や人口減少といった全国の市町村が抱える
社会課題にいち早く対応するため、AI をは
じめとする先端技術やデータ活用など、デ
ジタルの力を最大限に活かした、持続可能
な都市づくりの推進を目的とする『デジタ
ルファースト宣言』を行いました。
そして、同宣言において謳われている“都市
づくり・市民サービス・自治体運営”の各
テーマにかかわる、デジタルファーストに
よる取り組みを横断的に担う新組織とし
て、『デジタル・スマートシティ推進事業本
部』を設置。同本部の主導のもと、デジタル
活用をベースとした官民連携による取り組
みによって、地域課題の解決や産業の活性
化、市民のよりよい暮らしの実現を目指す
デジタル・スマートシティ実現に向けた活
動を本格的にスタートさせました。
「地域の抱える課題を自治体が一手に引き
受けて、責任をもって解決していくという
のが従来のやり方でした。これに対して、官
民協働のエコシステムによる課題解消に資
する新たな価値やサービスの創出を、自治

体がいわばプラットフォーマーとして牽引
していくスタンスです。そうした意味では、
取り組みへの着手を契機に、公共のあり方、
役割を再定義したと言えます」と、デジタ
ル・スマートシティ推進事業本部 専門監の
瀧本陽一氏は語ります。

環境変化の激しい時代を見据え
クラウド、サーバーレス基盤を採用

スマートシティの構築に向けては、内閣府
が統一された手法・ルールを定めたスマー
トシティリファレンスアーキテクチャーを
提示しており、スマートシティの持続的な
運営を支えるための『都市マネジメント』、
データやサービスを効率的かつ自在に連携
していくための『都市 OS（データ連携基
盤）』という 2 つの仕組みが定義されてい
ます。特に後者のデータ連携基盤は、行政の
各分野や民間が個別に収集・保有するデー
タを円滑に連携させ、そのサービス横断的
な利用とサービス間の連携を支えるハブと
なるものです。
「API によるサービス連携が 1：1 の関係だ
とすれば、データの標準化がなされたデー
タ連携基盤上では N：N の連携が可能で
す。これにより、高度な価値を生むサービス
の実装が可能になりますが、一方でそのポ
テンシャルを引き出すためには然るべき方
法論や、コミュニティづくりといったベー
スが欠かせません」と瀧本氏は説明します。
そうしたデータ連携基盤にまつわる課題感
を共有できたのが、浜松市が連携先として
迎えた一般社団法人コード・フォー・ジャパ
ンでした。

浜松市はコード・フォー・ジャパンの支援の
もとデータ連携基盤の構築に着手するにあ
たり、インフラにクラウドを適用することを
当初から想定していました。その理由は、コ
スト低減やリスク回避の観点から、所有せ
ずに従量課金型のサービスとして利用でき
ること、スモールスタートで利用の拡大に応
じてスケールしていけることなどです。
「環境変化の激しい時代において慎重かつ
機敏に進められることや、回遊性の担保、疎
結合によるサービス実装を要件として掲げ
ていました。そのためのクラウド基盤とし
て、コード・フォー・ジャパンの推薦もあり、
AWS Lambda を中心とするサーバーレス
環境を採用しました」と、情報政策課 副主
幹の村越功司氏は語ります。

全国から実証実験の案件を募集し
ユースケースづくりを進める

AWS をベースにデータ連携基盤を整備し
た浜松市では、そこでのユースケースづく
りを Hamamatsu ORI-Project（Hamamat-
su Open Reginal Innovation Project）とし
て開始しました。具体的には、このデータ連
携基盤を実証環境と位置づけ、同基盤を活
用するアプリケーションやサービスの創出
に向けた案件を全国から募集。採択された
事業者が開発したサービスと AWS 上に構
成された FIWARE を活用してデータ連携
を行う実証実験に取り組むという流れと
なっています。
2021 年度には“スマート農業・林業”と“市
民目線の暮らしやすさ”を推奨テーマに募
集が行われ、それに対し 13 件の応募があ
り、3D 点群データを利用した林道の利活
用、新型コロナウイルス感染シミュレー
ションに向けた D2D（Device to Device）社
会実験、海域へ排出されるプラスチック等
の人工系ごみ輸送量の実態把握などの 7 
件が採択されました。現在、2022 年 2 月ま
でを期限として、それらの実証実験が進め
られています。
「実証実験に際しては、事業者がデータ連携
基盤の活用をうまく進めていけるよう、伴

走型による支援を行っています。コード・
フォー・ジャパンから講師を迎えて実施し
ている勉強会などもその一環です」とデジ
タル・スマートシティ推進事業本部 主任の
宮崎信樹氏は語ります。

パイロットプロジェクトとして
他自治体の取り組み推進にも寄与

同市が推進するデジタル・スマートシティ
実現に向けた取り組みは全国に先駆けたも
のです。特に、ORI-Project によって浜松市
自身をフィールドとしたデータ連携基盤の
実証実験に取り組んでいることは、全国の
自治体におけるスマートシティ推進に資す
る活動として大いに注目されます。
関連する活動として、コード・フォー・ジャ
パンでは、市民をはじめとする地域のス
テークホルダーが主体となって、行政、企業
の協働によりスマートシティを作り上げて
いくことを目指した“Make our City”と呼ば
れるプロジェクトを推進しています。浜松
市の ORI-Project は、そのパイロットプロ
ジェクトとしても位置づけられています。
「ORI-Project の取り組みを 1 つのモデル
として、そこで達成された成果や知見、ノウ
ハウを全国の自治体とシェアし、自治体間
の横のつながりの中で議論を重ねていく。
そうしたことが各自治体のデータ連携基
盤、都市  OS を最適なかたちへとブラッ
シュアップしていくことにつながるはずで
す」と村越氏は強調します。
一方、総務省では、スマートシティを支える
データ連携基盤の実装を 2025 年までに
100の地域に広げていくという目標を掲げ
ています。これに対し瀧本氏は、「国の指導が
あるからやるというのではなく、自治体自身
がスマートシティの目指すところをしっか
りと理解し、地域の抱える課題解消に向けた
有効なアプローチになり得るものと納得し
たうえで進めていくことが重要です。そのな
かで、ノウハウや成功体験などをシェアしな
がら自治体間で横の連携を広げていきたい
と考えています」と語っています。

デジタル・スマートシティの実現に向けた施策を推進する浜松市は、行政の各分野や
民間が個別に収集・保有するデータを円滑に連携させ、データの横断的な利用と
サービス間の連携を支える“都市 OS（データ連携基盤）”を実証用に構築。そのインフ
ラとしてアマゾン ウェブ サービス（AWS）のサーバーレス環境を採用しました。全国
の事業者による新サービス創出に向けた実証実験などの取り組みを通じて、全国自
治体におけるスマートシティプロジェクトの先進的なモデルを提示しています。

ご利用中の主なサービス
●  Amazon API Gateway
●  Amazon Simple Storage

Service (Amazon S3)
●  Amazon Cognito
●  Amazon Aurora
●  Amazon ECS Fargate
●  Elastic Load Balancing
●  AWS CDK

ビジネスの課題
● スマートシティを支えるデータ連
携基盤の構築

● 限られた IT 予算のなかでのイ
ンフラコストの最適化

● 固定化されたインフラでは利用
拡大時のリソース対応が困難

AWS を選択した理由
● サーバー環境を所有せずサービ
スとして利用可能

● スモールスタートで利用拡大に
応じたスケールが可能

● サーバーレス環境で疎結合によ
る実装と回遊性の担保を実現
可能

AWS 導入後の効果と今後の展開
● データ連携基盤の活用にかかわ
る実証実験のための環境を整備

● クラウドサービスの採用による
インフラコストを低減

● 環境変化に対し俊敏に追随して
いける基盤を実現

● 全国の自治体に対して有効なモ
デルケースを提示
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デジタル・スマートシティの実現に向け
自治体のあり方、役割を再定義
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クラウド、サーバーレス基盤を採用

スマートシティの構築に向けては、内閣府
が統一された手法・ルールを定めたスマー
トシティリファレンスアーキテクチャーを
提示しており、スマートシティの持続的な
運営を支えるための『都市マネジメント』、
データやサービスを効率的かつ自在に連携
していくための『都市 OS（データ連携基
盤）』という 2 つの仕組みが定義されてい
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なるものです。
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の実装が可能になりますが、一方でそのポ
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ンでした。

浜松市はコード・フォー・ジャパンの支援の
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スト低減やリスク回避の観点から、所有せ
ずに従量課金型のサービスとして利用でき
ること、スモールスタートで利用の拡大に応
じてスケールしていけることなどです。
「環境変化の激しい時代において慎重かつ
機敏に進められることや、回遊性の担保、疎
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環境を採用しました」と、情報政策課 副主
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全国から実証実験の案件を募集し
ユースケースづくりを進める
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携基盤を実証環境と位置づけ、同基盤を活
用するアプリケーションやサービスの創出
に向けた案件を全国から募集。採択された
事業者が開発したサービスと AWS 上に構
成された FIWARE を活用してデータ連携
を行う実証実験に取り組むという流れと
なっています。
2021 年度には“スマート農業・林業”と“市
民目線の暮らしやすさ”を推奨テーマに募
集が行われ、それに対し 13 件の応募があ
り、3D 点群データを利用した林道の利活
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の人工系ごみ輸送量の実態把握などの 7
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られています。
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フォー・ジャパンから講師を迎えて実施し
ている勉強会などもその一環です」とデジ
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宮崎信樹氏は語ります。

パイロットプロジェクトとして
他自治体の取り組み推進にも寄与

同市が推進するデジタル・スマートシティ
実現に向けた取り組みは全国に先駆けたも
のです。特に、ORI-Project によって浜松市
自身をフィールドとしたデータ連携基盤の
実証実験に取り組んでいることは、全国の
自治体におけるスマートシティ推進に資す
る活動として大いに注目されます。
関連する活動として、コード・フォー・ジャ
パンでは、市民をはじめとする地域のス
テークホルダーが主体となって、行政、企業
の協働によりスマートシティを作り上げて
いくことを目指した“Make our City”と呼ば
れるプロジェクトを推進しています。浜松
市の ORI-Project は、そのパイロットプロ
ジェクトとしても位置づけられています。
「ORI-Project の取り組みを 1 つのモデル
として、そこで達成された成果や知見、ノウ
ハウを全国の自治体とシェアし、自治体間
の横のつながりの中で議論を重ねていく。
そうしたことが各自治体のデータ連携基
盤、都市  OS を最適なかたちへとブラッ
シュアップしていくことにつながるはずで
す」と村越氏は強調します。
一方、総務省では、スマートシティを支える
データ連携基盤の実装を 2025 年までに
100 の地域に広げていくという目標を掲げ
ています。これに対し瀧本氏は、「国の指導が
あるからやるというのではなく、自治体自身
がスマートシティの目指すところをしっか
りと理解し、地域の抱える課題解消に向けた
有効なアプローチになり得るものと納得し
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がら自治体間で横の連携を広げていきたい
と考えています」と語っています。

「データ連携基盤の整備は、単一の自治体に閉じた取り組みではなく、民間の
力も借りながら自治体同士が協働していくことが不可欠です。データ連携基
盤を活用したユースケースを創出する ORI-Project を、そのための推進力と
していきたいと考えています」

浜松市　デジタル・スマートシティ推進事業本部　専門監　瀧本 陽一 氏

お客様導入事例：行政機関

浜松市
デジタル・スマートシティ
推進事業本部
専門監

瀧本 陽一 氏

浜松市
情報政策課 副主幹

村越 功司 氏

カスタマープロフィール

浜松市
● 市制開始：1911 年 7 月1 日
●年間予算規模：6 , 4 3 4  億円
（2021 年度）
●職員数：8,795 人（2020 年 9
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